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前橋市

人口：34万人
面積：311 ㎢

※東西約20km
南北約27km

水と緑と詩のまち



６つの大学と20超の専修学校

教育都市

http://www.shoken-gakuen.ac.jp/university/about/message.html


人口10万人あたり医師数 ３位／48中核市

医療・健康都市

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Gunma_University_Hospital.JPG
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Maebashi_Red_Cross_Hospital_in_2011.JPG
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Social_Insurance_Gunma_Chuo_General_Hospital.JPG
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2100年には人口5,000万人の日本



前橋市も人が減っていく



人口ピラミッド



人口の質が変化する



2010年

34万人

24％

人口

高齢化率

2060年

22万人

40％

人口や年齢構造の変化から生じる多様化・高度化した
多くの行政課題に直面

将来的な人口と税収の減少が見込まれ、
行政があらゆる公共的サービスを提供するのは限界

２
３

２倍



前橋ビジョン
「めぶく」



①他人事でなく自分事

②良いものを伸ばそう

③みんなでやろう



地域経営とは、これまでのように行政を頂点として
地域課題の解決を目指すのではなく、市民、企業・団体、
行政それぞれが自分ごととして地域の課題を捉え、
自主的・自律的に、また連携して課題解決に取り組むこと

これからのまちづくりのキーワード

地域経営

市役所の役割は、それぞれの主体的な活動を
「促し、つなげ、支援する」こと
【地域で共有していく方向性（第七次前橋市総合計画）】

ビジョン「めぶく。~良いものが育つまち~」



様々なステークホルダーとの

①目線合わせ （議論の前提となる現状の共有）と
②納得感醸成（事業の効果とマイナス面の具体的な認識）
が重要

それぞれの主体的な活動を
「促し、つなげ、支援する」 ためには、

エビデンス（根拠となるデータ）が不可欠



政策を取り巻く現状

政策 = 理想と現実をつなぐ手段

３つの特徴
①目的と手段の関係で体系化されていること
②仮説の集まりであること
③客観的・中立的なものではなく、価値判断と
政治的プロセスを通じてつくられるものであること

出典：「政策思考力」基礎講座（宮脇淳）



本取り組みへの期待









地域経営の実現に向け、

官民ビッグデータ(MGD)を活用し、

政策のあり方を再構築する
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